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令和４年（納）第２９号 

課 徴 金 納 付 命 令 書 

東京都千代田区内神田一丁目１２番１号 

アルフレッサ株式会社 

同代表者 代表取締役 《 氏  名 》 

公正取引委員会は，上記の者に対し，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す

る法律（以下「独占禁止法」という。）第７条の２第１項の規定に基づき，次のと

おり命令する。 

なお，理由，別紙２，別紙３，別表１及び別表２中の用語のうち，別紙１「用語」

欄に掲げるものの定義は，別紙１「定義」欄に記載のとおりである。 

主    文 

アルフレッサ株式会社（以下「アルフレッサ」という。）は，課徴金として金１億

７５６２万円を令和４年１０月３１日までに国庫に納付しなければならない。 

理    由 

１  課徴金に係る違反行為 

アルフレッサは，別添令和４年（措）第３号排除措置命令書（写し）記載のと

おり，他の事業者と共同して， 

(1) 独立行政法人地域医療機能推進機構（以下「ＪＣＨＯ」という。）が平成２８年

に別表１のとおり実施した一般競争入札の調達内容である医薬品（以下「平成

２８年入札医薬品」という。）のうち「藤本製薬」の医薬品を除く医薬品につ

いて，受注すべき者（以下「受注予定者」という。）を決定し，受注予定者が

受注できるようにすることにより，公共の利益に反して，平成２８年入札医薬

品の取引分野における競争を実質的に制限していた 

(2) ＪＣＨＯが平成３０年に別表２のとおり実施した一般競争入札の調達内容

である医薬品（以下「平成３０年入札医薬品」という。）について，受注予定

者を決定し，受注予定者が受注できるようにすることにより，公共の利益に反

して，平成３０年入札医薬品の取引分野における競争を実質的に制限していた 

ものであって，これらの行為は，それぞれ，独占禁止法第２条第６項に規定する
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不当な取引制限に該当し，独占禁止法第３条の規定に違反するものであり，かつ，

独占禁止法第７条の２第１項に規定する商品の対価に係るものである。 

２  課徴金の計算の基礎 

(1)ア アルフレッサは，平成２８年入札医薬品及び平成３０年入札医薬品の卸売

業を営んでいた。 

イ(ア) アルフレッサが前記１ の違反行為の実行としての事業活動を行った日

は，平成２８年入札医薬品に係る納入期間の最初の日である平成２８年

７月１日であると認められる。また，アルフレッサは，平成３０年７月１日

以降，当該違反行為を行っておらず，同年６月３０日にその実行としての

事業活動はなくなっているものと認められる。 

したがって，アルフレッサについては，私的独占の禁止及び公正取引の

確保に関する法律の一部を改正する法律（令和元年法律第４５号。以下「改

正法」という。）附則第６条第１項の規定によりなお従前の例によること

とされる改正法による改正前の私的独占の禁止及び公正取引の確保に関

する法律（以下「改正前の独占禁止法」という。）第７条の２第１項の規

定により，前記１ の違反行為の実行期間は，平成２８年７月１日から平

成３０年６月３０日までとなる。 

(イ) アルフレッサが前記１ の違反行為の実行としての事業活動を行った

日は，平成３０年入札医薬品に係る納入期間の最初の日である平成３０年

７月１日であると認められる。また，アルフレッサは，令和元年１１月

２７日以降，当該違反行為を行っておらず，同月２６日にその実行として

の事業活動はなくなっているものと認められる。 

したがって，アルフレッサについては，改正法附則第６条第１項の規定

によりなお従前の例によることとされる改正前の独占禁止法第７条の

２第１項の規定により，前記１ の違反行為の実行期間は，平成３０年

７月１日から令和元年１１月２６日までとなる。 

ウ 前記実行期間における平成２８年入札医薬品及び平成３０年入札医薬品

に係るアルフレッサの売上額は，改正法附則第６条第１項のなお従前の例に

よることとする規定により，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律施行令の一部を改正する政令（令和２年政令第２６０号）による改正前の

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律施行令第５条第１項の規

定に基づき算定すべきところ，当該規定に基づき算定すると， 
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(ア) 平成２８年入札医薬品については別紙２記載の医薬品群に含まれる医薬

品に係る１１３億２０２５万７７８０円 

(イ) 平成３０年入札医薬品については別紙３記載の医薬品群に含まれる医薬

品に係る１０１億５２６７万８５５８円 

である。 

(2)ア アルフレッサは，前記１ の違反行為について，改正前の独占禁止法第

７条の２第１１項第３号の規定により，公正取引委員会による当該違反行為

に係る事件についての調査開始日である令和２年１０月１３日前に，課徴金

の減免に係る事実の報告及び資料の提出に関する規則（令和２年公正取引委

員会規則第３号）による改正前の課徴金の減免に係る報告及び資料の提出に

関する規則（平成１７年公正取引委員会規則第７号。以下「改正前の課徴金

減免規則」という。）第１条に定めるところにより，単独で，当該違反行為

をした事業者のうち４番目に公正取引委員会に当該違反行為に係る事実の

報告及び資料の提出を行った者であり，改正前の課徴金減免規則第２条に規

定する提出期限までに，改正前の課徴金減免規則第３条及び第６条に定める

ところにより，単独で，公正取引委員会に当該違反行為に係る事実の報告及

び資料の提出を行った者である。また，アルフレッサは，公正取引委員会に

よる当該違反行為に係る事件についての調査開始日である令和２年１０月

１３日以後において，当該違反行為をしていた者でない。 

したがって，アルフレッサは，改正法附則第６条第５項の規定によりなお

従前の例によることとされる改正前の独占禁止法第７条の２第１１項第

３号及び第４号に該当する者であり，同項の規定の適用を受ける事業者であ

る。 

イ アルフレッサは，前記１ の違反行為について，改正前の独占禁止法第

７条の２第１２項第１号の規定により，公正取引委員会による当該違反行為

に係る事件についての調査開始日である令和元年１１月２７日以後，改正前

の課徴金減免規則第５条に規定する期日までに，改正前の課徴金減免規則第

４条及び第６条に定めるところにより，単独で，公正取引委員会に当該違反

行為に係る事実の報告及び資料の提出（既に公正取引委員会によって把握さ

れている事実に係るものを除く。）を行った者であり，当該報告及び資料の

提出を行った日以後において当該違反行為をしていた者でない。また，当該

違反行為について，改正前の独占禁止法第７条の２第１０項第１号又は第
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１１項第１号から第３号までの規定による報告及び資料の提出を行った者

の数は５に満たないところ，これらの規定による報告及び資料の提出を行っ

た者の数と，同条第１２項第１号の規定による報告及び資料の提出を行った

者（以下「調査開始日以後の申請事業者」という。）であってアルフレッサ

より先に改正前の課徴金減免規則第４条第１項に規定する報告書の提出を

行った者の数を合計した数は５に満たず，かつ，調査開始日以後の申請事業

者であってアルフレッサより先に同項に規定する報告書の提出を行った者

の数を合計した数は３に満たない。 

したがって，アルフレッサは，改正法附則第６条第５項の規定によりなお

従前の例によることとされる改正前の独占禁止法第７条の２第１２項の規

定の適用を受ける事業者である。 

(3) アルフレッサは，前記１の違反行為に係る事件と同一の事件について，令和

３年６月３０日に東京地方裁判所で不当な取引制限の罪により罰金２億

５０００万円に処せられ，同裁判は同年７月１５日に確定している。 

したがって，アルフレッサは，独占禁止法第７条の７第１項の規定の適用を

受ける事業者である。 

(4) アルフレッサが国庫に納付しなければならない課徴金の額は，改正法附則第

６条第１項の規定によりなお従前の例によることとされる改正前の独占禁止法

第７条の２第１項の規定により， 

ア 前記平成２８年入札医薬品の売上額の１１３億２０２５万７７８０円に

１００分の２を乗じて得た額から，改正法附則第６条第５項の規定によりな

お従前の例によることとされる改正前の独占禁止法第７条の２第１１項の規

定により当該額に１００分の３０を乗じて得た額を減額して算出した額 

イ 前記平成３０年入札医薬品の売上額の１０１億５２６７万８５５８円に

１００分の２を乗じて得た額から，改正法附則第６条第５項の規定によりな

お従前の例によることとされる改正前の独占禁止法第７条の２第１２項の

規定により当該額に１００分の３０を乗じて得た額を減額して算出した額 

を合計した額に代えて，独占禁止法第７条の７第１項の規定によりその額から

前記罰金額の２分の１に相当する１億２５００万円を控除し，独占禁止法第

７条の８第２項の規定により１万円未満の端数を切り捨てて算出された１億

７５６２万円である。 
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よって，アルフレッサに対し，独占禁止法第７条の２第１項の規定に基づき，主

文のとおり命令する。 

令和４年３月３０日 

公 正 取 引 委 員 会 

委員長 古  谷  一  之 

委 員 山  本  和  史 

委 員 青  木  玲  子 

委 員  小  島  吉  晴 

注釈 《 》部分は，公正取引委員会事務総局において原文に匿名化等の処理をし

たものである。 



別紙１ 

用語 定義 

医薬品

医薬品，医療機器等の品質，有効性及び安全性の確保等

に関する法律（昭和３５年法律第１４５号）第２条におい

て定義されている医薬品



別表１ 

平成２８年に独立行政法人地域医療機能推進機構が実施した医薬品単価購入契約の

一般競争入札の概要 

件名 独立行政法人地域医療機能推進機構５７病院における医薬品単価

購入契約 

調達内容 独立行政法人地域医療機能推進機構５７病院が購入する医薬品

６８５１品目 

納入期間 平成２８年７月１日から平成３０年６月３０日までの２年間 

入札公告日 平成２８年５月２７日 

入札単位 独立行政法人地域医療機能推進機構５７病院が購入する医薬品を

医薬品の製造販売業者等で区分した医薬品群２０６ 

競争参加資格 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において「物品の販

売」のＡ，Ｂ又はＣの等級に格付けされ，８ブロック（北海道，東

北，関東・甲信越，東海・北陸，近畿，中国，四国，九州・沖縄）

全てにおいて競争参加資格を有する者であること（業務提携等の

代理店等による対応でも可），購入される医薬品を経理責任者が

指定する日時，場所に十分に納品することができることを証明し

た者であること（業務提携等の代理店等による対応でも可）その

他独立行政法人地域医療機能推進機構の定める条件を満たした者 

入札参加申込書等

の提出期限 

平成２８年６月１４日 

入札書の受領期限 平成２８年６月１６日 

開札日 平成２８年６月２０日 

落札者の決定方法 （１）独立行政法人地域医療機能推進機構契約事務取扱細則（平

成２６年細則６号）第３４条の規定に基づいて作成された予定価

格の制限の範囲内で，最低の価格をもって有効な入札を行った入

札者をもって交渉権者を定める 

（２）第一交渉権者となるべき者が２者以上あるときは，当該者

によるくじ引きにより交渉順位を決定する 

（３）契約の第一交渉権者が決定した時は直ちにその者と交渉し，

契約価格が決定した場合は，その者を契約の相手方とする 



別表２ 

平成３０年に独立行政法人地域医療機能推進機構が実施した医薬品単価購入契約の

一般競争入札の概要 

件名 独立行政法人地域医療機能推進機構５７病院における医薬品単価

購入契約 

調達内容 独立行政法人地域医療機能推進機構５７病院が購入する医薬品

７９３３品目 

納入期間 平成３０年７月１日から令和２年６月３０日までの２年間 

入札公告日 平成３０年５月２５日 

入札単位 独立行政法人地域医療機能推進機構５７病院が購入する医薬品を

医薬品の製造販売業者で区分した医薬品群１４７ 

競争参加資格 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において「物品の販

売」のＡ，Ｂ又はＣの等級に格付けされ，８ブロック（北海道，東

北，関東・甲信越，東海・北陸，近畿，中国，四国，九州・沖縄）

全てにおいて競争参加資格を有する者であること（業務提携等の

代理店等による対応でも可），購入される医薬品を経理責任者が

指定する日時，場所に十分に納品することができることを証明し

た者であること（業務提携等の代理店等による対応でも可）その

他独立行政法人地域医療機能推進機構の定める条件を満たした者 

入札参加申込書等

の提出期限 

平成３０年６月１２日 

入札書の受領期限 平成３０年６月１５日 

開札日 平成３０年６月１８日 

落札者の決定方法 （１）独立行政法人地域医療機能推進機構契約事務取扱細則（平

成２６年細則６号）第３４条の規定に基づいて作成された予定価

格の制限の範囲内で，最低の価格をもって有効な入札を行った入

札者をもって交渉権者を定める 

（２）第一交渉権者となるべき者が２者以上あるときは，当該者

によるくじ引きにより交渉順位を決定する 

（３）契約の第一交渉権者が決定した時は直ちにその者と交渉し，

契約価格が決定した場合は，その者を契約の相手方とする 


